
平成24年度新規地区採択チェックリスト
（農業競争力強化基盤整備事業（農業水利施設保全合理化事業））

（都道府県名：山形県）（地区名：広野）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善等の観点から、当該 ○
と。 事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○
と。

３．事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分見込まれ、すべての効用
が十分見込まれ がそのすべての費用を償うこと。 ○
ること。

（効率性）

４．受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農家経営の
可能性が十分で 状況からみて、負担能力の限度を超えることとならな ○
あること。 いこと。

（公平性）

５．環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
に配慮している ○
こと。

６．事業の採択要 ・事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準
件を満たしてい の要件に適合していること。 ○
ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。



平成24年度新規地区採択チェックリスト
（農業競争力強化基盤整備事業（農業水利施設保全合理化事業））

（都道府県名：山形県）（地区名：広野）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目
評価

評 価 指 標 単位 評価
結果

大項目 中項目 小項目

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保 － ○ Ａ

②コスト縮減についての具体的配慮 ○

有効性 食料の安定 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上効 千円/ha 811 Ａ

供給の確保 維持・向上 果額（受益面積当たり） ･年

野菜・果樹の 野菜指定産地・果樹濃密生産団地の指定 7.9 Ｂ

産地形成 作物の計画作付面積割合 ％

（受益面積当たり）

農業の持続 望ましい農業 認定農業者の割合（総農家当たり） ％ 35.5 Ａ

的発展 構造の確立

農地の確保・ 耕地利用率、作付面積増加率 ％ ①98.0 Ｂ

有効利用 ②0.0

農業生産基盤 施設の更新等整備の緊急性 － Ｂ Ｂ

の保全管理

戦略的な保全管理に向けた更新整備計画 － － －

の作成

農村の振興 地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha 2,016 Ａ

波及効果 （受益面積当たり） ･年

地域用水機能 地域用水効果額（受益面積当たり） 千円/ha － －

の維持・増進、 ･年

水資源の有効

活用(快適性の

向上)

多面的機能 環境機能の維 環境関連効果額（受益面積当たり） 千円/ha － －

の発揮 持・増進 ･年



【事業の実施環境等】

評 価 項 目
評価

評 価 指 標 単位 評価
結果

大項目 中項目 小項目

事業の 環境への 生態系 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a Ａ

実施環 配慮 ②環境情報協議会の意見を踏まえた生態系 b

境等 配慮

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － a

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 a

制等の調整状況

景観 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a Ａ

②環境情報協議会の意見を踏まえた景観配慮 a

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － a

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 －

制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画と本事 a Ｂ

業との整合性 －

②高生産性優良農業地域対策に基づく広域 c

農業農村整備促進計画との整合性

③人・農地プランとの整合性 b

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況 － － －

②その他着工前に重要な協議(予備)の状況 －

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況 － a Ｂ

②事業実施に対する関係市町村の同意状況 b

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立 － a Ｂ

②事業推進協議会から着工要望の提出 b

維持管理体制 ①予定管理者の合意 a Ａ

②維持管理方法と費用負担に関する予定管 － a

理者との合意

営農支援体制 営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － 設置済 Ａ

緊急性 国営事業等関連する他の公共事業との関 － 該当 Ａ

係で緊急性が高い あり



費用対効果分析に関する説明資料

事 業 名 農業水利施設保全合理化事業 地 区 名 広野
ひろ の

１．総費用総便益比の算定
（単位：千円）

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 10,497,767

当該事業による費用 ② 6,006,570

その他費用 ③ 4,491,197 関連事業費＋資産価額＋再整備費

評価期間 ④ 51年 当該事業の工事期間＋40年

総便益額（現在価値化） ⑤ 11,550,012

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.10

２．年効果額の総括
（単位：千円）

効果項目 年効果額 効果の要因

作物生産効果 464,835 農業用用排水施設整備、暗渠排水を実施した

場合と実施しなかった場合での農産物生産量が
増減する効果

営農経費節減効果 146,680 農業用用排水施設整備、暗渠排水を実施した
場合と実施しなかった場合での営農経費が増減
する効果

維持管理費節減効果 △2,272 農業用用排水施設整備、暗渠排水を実施した

場合と実施しなかった場合での維持管理費が増
減する効果

耕作放棄防止効果 132 農業用用排水施設整備を実施したことによ
り、耕作放棄の発生が防止され、農産物の生産

が維持される効果

計 609,375

出典：広野地区土地改良事業計画概要書（山形県農山漁村計画課作成）



広野地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域 ： 山形県酒田市

(2) 受 益 面 積 ： 750ha

(3) 事 業 目 的 ： 用排水改良 750ha、暗渠排水 750ha

(4) 主要工事計画 ： 用 水 路 65.8km （新設）

排 水 路 43.5km （新設）

暗 渠 排 水 750ha （新設）

(5) 県 営 事 業 費 ： 7,979百万円

(6) 工 期 ： 平成24年度～平成34年度

2.総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 10,497,767

当該事業による整備費用 ② 6,006,570

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ③ 4,491,197

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ④ 51年

総便益額（現在価値化） ⑤ 11,550,012

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.10

（２）総費用の総括
（単位：千円）

総費用

① ② ③ ④ ⑤

345,804 2,958,816 736,335 315,363 3,725,592
- - - 235 △235

318,782 1,736,764 434,701 170,447 2,319,800
7,859 1,310,990 486,514 66,306 1,739,057

672,445 6,006,570 - 1,657,550 552,351 7,784,214
【国か】　赤川頭首工（ゲート等） - - 145,651 34,618 11,427 168,842
【国か】　赤川揚水機場 234 - 73,941 - - 74,175
【国か】　西１号幹線用水路 53,693 - 87,423 29,241 24,527 145,830
【国か】　東３号幹線用水路 135,345 - 799,134 179,382 129,009 984,852
【国か】　水管理施設（管理機器） - - 34,481 55,964 3,689 86,756
【国か】　水管理施設（建屋） - - 4,505 - 37 4,468
【国か】　赤川頭首工（本体） 61,613 - - 95,857 9,017 148,453

-
【県か】　黒森用水路 130,777 - - 445,582 72,401 503,958
【県か】　広野用水路 100,999 - - 439,766 63,380 477,385
【県か】　福岡用水路 3,268 - - - 370 2,898

-
【県ほ】　広野（道路工） 860 - - 119,660 4,584 115,936

486,789 0 1,145,135 1,400,070 318,441 2,713,553
合　　計 1,159,234 6,006,570 1,145,135 3,057,620 870,792 10,497,767

そ
の
他

計

当
該
事
業

用水路工
揚水機場

計

排水路工
暗渠排水

関連事業費
評価期間に

おける再整備費
評価期間終了

時点の資産価額 ⑥＝①＋②＋③＋
④－⑤

区
分

施　設　名
(又は工種)

事業着工時点
の資産価額

当該事業費



（３）年総効果額の総括 （単位：千円）

区 分 年総効果 効 果 の 要 因

効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

作 物 生 産 効 果 464,835 農業用用排水施設整備、暗渠排水を実施

した場合と実施しなかった場合での農産物

生産量が増減する効果

営 農 経 費 節 減 効 果 146,680 農業用用排水施設整備、暗渠排水を実施

した場合と実施しなかった場合での営農経

費が増減する効果

維 持 管 理 費 節 減 効 果 △2,272 農業用用排水施設整備、暗渠排水を実施

した場合と実施しなかった場合での維持管

理費が増減する効果

農業の持続的発展に関する効果

耕 作 放 棄 防 止 効 果 132 農業用用排水施設整備を実施したことに

より、耕作放棄の発生が防止され、農産物

の生産が維持される効果

合 計 609,375
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